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高齢者にやさしい奈良県づくり

令和６年１２月３日（火）

知事定例記者会見資料

担当：医療・介護保険局

介 護 保 険 課 中屋敷、垣田 河内

（内線 2850、2851、2852）

地域包括支援課 小林、福井、西川

（内線 2860、3211、2853）



（～2015年齢別人口調査、2020推計人口調査、2025～「日本の地域別将来推計人口」＜社人研＞）

高齢者にやさしい奈良県づくり

奈良県の人口は、1999年をピークとして減少し続けています。人口構造を年齢2区分別にみると、生産年齢人

口（15～64歳）は減少し、 老年人口（65歳以上）の割合が年々高くなっています。2040年には65歳以上の高齢

者人口がピークとなると予想されています。

令和６年12月
医療・介護保険局

・高齢化による介護給付費の増に加え、人口の減少による介護保険料1人あたりの負担の増大
・生産年齢人口の減少に伴う介護サービスを提供する人材の不足
・後期高齢者のさらなる増加により、介護サービスの質・量の需要が高まる

「高齢者が健康で生きがいをもって活躍し続けられるとともに、いつまでも住み慣れた地
域で安心して暮らし続けられる奈良県を目指す」（出典：奈良県高齢者福祉計画）

将来を見通した課題
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介護人材の需要と供給の推計

本県の第1号被保険者1人あたり介護給付費は年々増加しており、介護
保険発足当時の平成12年から現在では２倍以上となっています。

本県の介護保険料について、第1期（H12-H14)は2,859円でしたが、
第9期（R6-8)になると6,034円と２倍以上上昇しています。

地域包括ケア見える化システムより（2023年のみ第８期分を掲載）
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本県の介護関係職種の有効求人倍率は、全産業の中でも高い数値を
示しており、介護業界は人材が十分確保できていない状況です。

介護人材の需要と供給の推計では、介護人材の需要を十分満たして
おらず、将来になるほど人材不足はより深刻になると予測していま
す。

出典：高齢者福祉対策の概要

出典：奈良労働局



高齢者に関する奈良県の施策

○生きがいづくり、健康づくりに対する支援

○低所得入居者への支援

○介護ロボット・ＩＣＴ導入等による介護人材の確保・定着
○在宅・施設サービスの確保

○早期発見・早期治療の勧奨
○権利利益の保護

【ライフステージ】 【分 野】

（地域包括ケアシステム※）

○介護予防の充実

○認定・給付の適正化による持続可能な介護保険制度の確保

○地域包括ケアシステムの構築、推進

○医療、介護連携体制の構築
○後期高齢者医療制度の適正運営

【主な県の施策】

※医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される仕組み



○「地域活動事例」の展開

令和６年度に作成した「地域活動事例集」を活用し、

介護予防などの先進事例を市町村に広げていくため、市町

村に対して個別に支援をします。

○高齢者が自分らしく生きがいを持っていつまでも地

域の中で暮らし続けるには、介護予防の取組が重要で

あり、介護給付費の抑制にもつながります。市町村が

実施する取組をより効果的なものとするため、先進的

な取組事例の紹介や市町村に対する個別の支援などを

実施します。

生駒市 住民主体で行う
介護予防「ひまわりの集い」

大淀町 住民主体で行う「いきい
き百歳体操」

介護予防の充実
令和７年度において重点的に取り組む施策

介護給付の適正化

○介護給付費は増加し続けており、介護保険制度を持

続させるため、市町村が行う要介護認定と介護給付の

適正化に対し、県が支援します。

［不適切と疑われるケアプランの例］
・入居者の状態から見て、必要ではない介護保険サービス
がケアプランに組み込まれている。

・入居者の意思を確認することなくケアプランが作成され
ている。

（令和７年度～）有料老人ホーム等における過剰なサー

ビスを盛り込むなどの不適切なケアプランの点検を県が

支援します。

○要介護認定の適正化
要介護認定の申請に係る認定調査の結果を点検し、不適切で
あれば是正

→県の支援
・認定調査員、認定審査会、主治医への研修を実施

○介護給付の適正化
ケアプランの内容について適切なものとなっているか点検
し、不適切であれば是正

→県の支援
・ケアプラン点検に関する研修を実施
・点検の実施が困難な市町村にケアマネージャーを派遣



介護ロボット・ＩＣＴ導入等による
介護人材の確保・定着
○生産年齢人口が減少し続ける中、質の高いサービス

を提供するための介護人材の確保が深刻な課題です。

そのため、介護ロボット等の導入による介護職場の環

境改善と、外国人材の登用の強化に取り組みます。

○介護職場の環境改善に資する介護ロボット等の普及促進

・介護ロボットやＩＣＴの導入により職場環境の改善に取り
組む介護事業所を支援します。

・介護ロボット等を導入しようとする介護事業所に対して、
導入や活用に関する相談やアドバイザー派遣等の支援を
実施する相談センターを設置します。

○本県の介護人材確保に資する海外現地での取組に対する支援

・海外において、現地の学校との連携や広報を行う介護事業

所を支援します。
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施設サービスの確保

○介護サービス需要の急激な高まりに対応するために

は、施設の数を確保することが必要となっています。

そのため、施設を新たに設置するだけでなく、古く

なった施設の⾧寿命化を図ることが喫緊の課題となっ

ています。

○高齢者施設の⾧寿命化を図るための支援

・奈良県における高齢者施設については、需要のピークであ

る2040年に向けて計画的に確保します。
特別養護老人ホーム（以下、中核市である奈良市を除く）
（2023年） ５，９５４床

→（２０４０年）６，６２９床（2024～2040年：＋６７５床）

・既存の施設のうち計１,０４６床については、2040年までに

耐用年数が到来します。

→このことを踏まえ、施設の⾧寿命化を図るための支援を、

令和８年度から近畿で初めて実施します。
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福祉・介護人材確保にかかる奈良県の取組

参入促進 ○福祉・介護の仕事の魅力発信・理解促進
・認証事業所の若手職員を「福祉・介護のお仕事ＰＲ隊」として任命し、県内の小・中・
高等学校の児童・生徒に福祉・介護の仕事の魅力を発信
・親世代の理解促進を図るための体験型親子イベントを開催
・ＰＲ隊マスコットキャラクター「フクシカくん」を活用したグッズの作成やイベント参加
○外国人介護人材を受け入れる事業所等に対する支援
・受入に関する制度や支援方法を解説するセミナーの実施
・（新）指導担当職員に対する研修の実施
・学習支援や生活面のサポートなど受入環境の整備に要する経費の補助
・（新）海外における現地の学校等との連携や広報活動等に要する経費の補助
・介護福祉士を目指す留学生を修学資金により援助する法人に対する資金の貸付
○介護福祉士修学資金等貸付原資の造成

離職防止・定着促進 ○福祉・介護事業所認証制度の運営
・認証取得申請を行う法人を対象に、書類作成等の個別コンサルティングを実施
・小規模事業所を対象に、組織の仕組みづくり等のミニセミナーや個別相談を実施
・認証事業所の経営者層を対象に、近年の福祉・介護業界の動向に対応し、就労環境
の更なる向上に寄与する内容のセミナーを実施
・認証事業所の主任級職員を対象に、ハラスメント対策やマネジメント等の研修を実施
○生産性向上に取り組む介護施設・事業所に対する支援
・介護ロボット等の導入経費の補助
・（新）介護生産性向上総合相談センターの運営

資質の向上 ○認知症にかかる介護・医療従事者等に対する研修の実施

○今後、さらに多くの介護職員が必要と見込まれる中、将来にわたって必要な介護サービスを安心して受けられる
よう、その担い手を確保することは重要な課題。

○参入促進、離職防止・定着促進、資質の向上など人材確保対策にこれまで取り組んできた。今後は国の動向も踏
まえ、外国人材の確保、生産性向上に係る施策について重点的に取り組む →（新）Ｒ７年度新規事業

○奈良県の介護人材確保対策（主な取組）


